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1．はじめに
東日本大震災に伴う津波は、三陸沿岸を中心に東日本沿岸部に甚大な被
害をもたらした。多くの人命が失われ、生活の全てが流された者も少なく
ない。震災から1年半以上経った現在においても、津波の浸水域はほとん
ど手つかずのままと言っていいだろう。ただ、その一方で、仙台市などの
ように震災以前の生活に戻りつつあるところもある。その結果、被災地内
の復旧・復興格差は急激に生じつつある。
1．1　復旧・復興を遅らせるもの
筆者の直接的な経験やヒアリング等の結果を総合すると、復旧・復興を
遅らせている大きな要因は、次の4つと思われる。
①公務員の行動原理
②震災に対する関心の低下（および記憶の風化）
③公共事業改革の余波
④住民参加による合意形成
これらに関し、少し述べておくことにしたい。
1．1．1　復旧・復興の遅れと公務員の行動原理
行政学の分野では、官僚制の弊害として「訓練された無能力」の存在が
指摘されている。公務員の行動には、「規則による運営の原則」や「公平
無私の原則」、「指揮命令一元化の原則」などの原則が存在し、これが様々
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な弊害は「訓練された無能力」と呼ばれている（佐々木, 2009）。
実際にあった例で説明しよう。たとえば、景勝地である松島周辺で起こっ
た事例である。松島周辺で商業を営む者が、半壊した店舗を立て直し、商
売を再開しようとした。松島は景勝地であるため、建設規制が厳しい。そ
のため彼は商店の店舗の建て直しを届け出た。彼は、被災しているのだか
ら早期に許可されるだろうと思って待っていたが、実際の行政の対応は通
常通りであり、申請が多かったのでむしろ遅れ気味だったという。被災地
であっても、公務員が平時のルールを厳密に守った結果、彼は迅速な商売
の再開はできなかったのである。これは、被災地の自治体職員が規則によ
る運営の原則を過度に守った結果生じた弊害であり、「訓練された無能力」
の典型である。
また、気仙沼市や石巻市などでは、港湾施設だけではなく、保冷庫や水
産加工場など様々な施設も津波によって破壊された。しかし、それぞれの
省庁がそれぞれの担当（たとえば、漁港は水産庁、水産加工場は経産省、
港に続く道路等のインフラは国交省など）に対応する、いわゆる「縦割り」
対応をした結果、港湾周辺の復旧・復興はちぐはぐであった。漁港機能を
取り戻すためには、製氷施設の復旧はかかせない。道路等の復旧は迅速で
あったが、製氷施設の復旧に時間がかかったため、気仙沼市や石巻市の水
揚げはなかなか回復しなかったのである1。縦割りもまた、「訓練された無
能力」に該当する弊害の1つである。
1．1．2　復旧・復興の遅れと震災に対する関心の低下
震災に対する関心の低下も、被災地の復旧・復興の足を引っ張っている
要因と思われる。
一般の有権者の関心の低下は、ボランティア数の急激な減少など被災者
に対する支援の減少として表れている。過去の阪神淡路大震災や中越地震、
横浜市立大学論叢社会科学系列　2013：Vol.64 No.2
その結果、大消費地である仙台に近く、被害が相対的に軽かった塩竈漁港が代
替の水揚げ先として選ばれたのであった。
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岩手宮城内陸地震と異なり、東日本大震災の被災地は広域であり、復旧・
復興への資源集中が容易ではない。そのため、過去の震災よりも時間がか
かるのは容易に想像できるのであるが、関心が長続きしていないのが現状
である。
政治家の震災に対する関心の低下は、2012年に繰り広げられた政局で一
目瞭然である。被災地には、復旧への第一歩を踏み出せない政治に期待す
る被災者も数多くいるのが現状である。しかし、延期された統一地方選挙
が被災地で実施できたことで、解散に対する懸念要因が払拭されてしまい、
被災地目線が政治家からは失われた2。もちろん、政治家が政局中心に行
動するようになった背景には、民主党政権の迷走ぶりが大きな要因である。
しかし、「復興庁が東京に設置され被災地の情報が流れにくくなった」こ
とや、「自民党が政界復帰を焦っていた」ことなども、被災地目線の喪失
につながったと思われる3。
1．1．3　復旧・復興の暮れと公共事業改革の余波
小泉構造改革に象徴される、近年の公共事業改革の余波も、迅速な復旧・
復興を妨げている要因となっている。3.11の前までは東北などでは業者間
の競争が激しく、入札改革の成果もあって、予定価格を下回る応札は珍し
くなかった。近年の公共事業の先細りは、地方の建設業者の競争を激化生
み、そして数多くの廃業を生んだのである。
業界が縮みつつある中で、東日本大震災は起こった。被災地では「震災
特需」が発生したのである。しかし、多くの業者が廃業した状況では、そ
れらに業界が応えるのは容易ではなかった。また公共事業の先細りの傾向
は続くとみた建設土木業を営む者たちは、復旧・復興需要が高まったといっ
ても「所詮特需」と割り切り、復興後をみすえて事業規模拡大に慎重な態
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ただし、被災地での地方選挙の実施は薄氷を踏む状況であった（河村 , 2012a）。
谷垣自民党が採った特例公債法案の審議拒否は、被災者にとってみれば、「被
災地を見捨てた」と受け取られても仕方がない対応だった（河村 , 2012b）。
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度を採った。彼らの中には、「無理に事業を早めるのではなく、より条件
のよい入札を選ぶ4」という者も現れた。その結果、各地で復旧・復興計
画が建てられても、入札不成立で前に進まないという状況が生まれたので
あった（図1）。
図1　応札が順調に進んでいないことを伝える記事
ある被災地の地方議員は、「沿岸よりも内陸、沿岸の漁村よりも宿泊施設の整
っている都市部」という傾向が顕著であると指摘する。
4
出所：『河北新報』2012年10月23日
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1．2　本稿の注目点と分析に用いるデータ
復旧・復興を遅らせる第4の要因として筆者が考えるのが、復興計画策
定における住民参加の影響である。復興計画策定における住民参加、すな
わちコンセンサス・ビルディングが復興の足枷になっているという筆者の
主張に、反発する者もいるかもしれない。しかし、実際の会議場に行き、
参加者と会話すればそれが事実であることが容易にわかる。本稿では、震
災復興における住民参加に焦点をおき、被災地で生じている現実を検討す
る。そして、復興計画策定における住民参加のあり方に対し、被災地住民
はどう思っているのか、仙台市で実施した調査結果を基に論じていく。
ところで、本稿での検討に用いるデータは、2種類ある。1つは、震災後、
筆者が宮城県を中心に被災各地でヒアリングした内容を元にするものであ
る。もう1つは、仙台市民に対して実施した「生活と防災についての市民
意識調査（仙台市民意識調査）5」で得られたデータである。
2．復旧・復興の足枷の1つとしての住民参加による合意形成
2．1　東日本大震災復興構想会議で語られる住民参加
震災後に設置された東日本大震災復興構想会議は、『復興への提言～悲
惨のなかの希望～ 6』の中で、
･･･地域住民のニーズを尊重するため、住民の意見をとりまとめ、行政
に反映するシステム作りが不可欠である･･･（中略）･･･なお、住民意見
仙台市民意識調査は、「震災被害の格差に関する統計的社会調査による実証研
究―震災被害と社会階層の関連（立教大学学術推進特別重点資金（立教SFR）、
研究代表者：間々田孝夫・立教大学教授）」の一環として実施されたサーヴェ
ィであり、東北大学情報科学研究科政治情報学研究室が現地協力する形で2011
年11月から12月にかけ、仙台市民を対象に訪問留置法で実施されたものであ
る。総サンプル数は2100人、回収率は73％である。調査の詳細等については、
次のURLを参照。
http://www2.rikkyo.ac.jp/web/murase/11send.htm（2012年11月22日）
http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/fukkouhenoteigen.pdf（2012年2月1日）
5
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の集約にあたっては、女性、子ども、高齢者、障害者、外国人等の意見
についても、これを適切に反映させ、また将来世代にも十分配慮しなけ
ればならない。･･･
とし、
･･･それは復興への参加を通じて、この国に住み続け、この国をよくし
ようと思える何らかの果実が、若い世代の心のなかに生まれることだ。
この国が好きだ、この国と「共生」しようと思ってくれるか否か。復興
の先に、若い世代を主体とするこの国の姿を見出したい。･･･
とも述べている。この文章を読めば、多くの者が「震災復興構想会議は住
民参加による復旧・復興を奨励している」と思うであろう。
たしかに、住民たちが現状を把握し被災地の復旧・復興を考えることは、
地方自治の趣旨に沿っていると言え、すばらしいことである。議論を通じ
て、民主主義的なプロセスに対する被災者の理解が促されるからである。
また、そうした過程を通じてつくられた復興計画は、住民が参加したこと
に伴う正統性が担保される。復旧・復興計画に対する「被災者の納得の最
大化」も図れるだろう7。しかし、これはあくまで理想論であり、現実は
それほど一筋縄ではない8。復興構想会議の住民参加の奨励は、場所によっ
ては自分のエゴを主張したい者の「錦の御旗」になっていたのであった。
2．2　「住民参加の程度」を巡る混乱
住民参加と一口に言っても、住民参加には様々な段階がある。「住民参
震災直後に出版された書籍には、住民参加の意義を協調する一方で、現実的な
課題を乗り越える方策についての言及は少ないものも見受けられる。たとえば、
佐藤（2011）等を参照。
たとえば、『河北新報』2012年7月4日などを参照。
7
8
横浜市立大学論叢社会科学系列　2013：Vol.64 No.2
65
加のはしご（Arnstein, 1969）」では、住民参加の段階は、「非参加」「形式
参画の段階」「市民権力の段階」の概ね3段階で示すことができると説明さ
れる。更に、その段階は「情報提供」や「慰撫」、「協力」などに細分化さ
れるという（図2）。
通常、復興計画策定における住民参加をどの程度に設定するかによって、
住民参加にかかる時間や参加する住民に求められる知識レベルは異なって
くる。形式参画の段階を想定した場合、そこで行われる住民参加は、「行
政が起案する計画案を住民等が検討し、行政は住民からの意見を参考に計
画を修正する」といった形になるであろう。この場合、大局的な見地から
計画に対して意見をする住民は少なく、自らの利害を中心に据えて意見す
る者が多くなる、と考えられる。ただ、この場合、高度な知識を住民に求
めることはあまりない。
一方、市民権力の段階を想定した場合、そこでは高度な判断能力が住民
には求められる。とりわけ、現行の行政の諸制度や財政環境の実態把握な
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どを住民は理解していなければならない。行政等に関して専門的な知見を
有する住民は圧倒的に少数であり、この段階を住民全員で行おうとするこ
とは困難である。特定の政策分野など、限定的な施策（もしくは事業）レ
ベルで行うのが現実的である。すなわち、住民参加のレベルをどのあたり
に設定するかという問題は、「計画策定に参画する住民の人数をどの程度
とするか」「仮に限定するのであれば参画者をどのように決定するか（抽
選をするか、指名するか）」という問題とも密接に絡むこととなるのであ
る（田尾, 2011）。
筆者が被災地の現場を回った限りでは、どのレベルの参加をすべきか、
十分な合意がとれていないところが多かったように思う。東日本大震災と
いう大災害の結果、住民の手で一から復旧・復興を考えようという熱い思
いの被災者もいる一方で、「復旧・復興の道筋を立てるのには専門的な知
識が必要であるので、素人の我々が手を出さない方がいい」という住民も
いたのである。
被災自治体の立場もまちまちであった。被災自治体の中には、住民参加
を発議・アイデアの提案レベルにとどまるものと位置づけていた自治体も
ある一方で、最初の素案から最終決定まで住民に参画させようと考えた自
治体もあった。前者のレベルで出てくる提案は、現実性に縛られない自由
な発想になりやすい。一方、後者のレベルで出てくる提案は、実現可能
性が求められる結果、挑戦的な提案になりづらい9。なお地域によっては、
折衷の方法として、行政が起案した内容を限られた住民で検討を行い、最
後に住民の総意を取り付けるといった方法を採用したところもあった。
2．3　「議題の混乱」と「拒否権の発動」
津波の被害を受け、沿岸部には高台移転や内陸での移転の議論をしなけ
たとえば、前者に該当するような住民会議としては、気仙沼市の事例がある。
気仙沼市では、任意で選ばれた11名による「震災復興市民委員会」が、F1の
開催など地域と実現可能性に縛られない提案を市に対して行った。『朝日新聞』
2012年1月5日。
9
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ればならなくなった地域が幾つもある。筆者は、そうした議論の場の幾つ
かを傍聴し、またそこに参加した公務員等と会話する機会を得た。議論の
場に参加し、参加者との会話を通じて、「被災地でみられた住民参加、と
りわけ居住地移転をめぐる復興計画の現場では議題の混乱がきわめて多
い」という事実に気づいた。
筆者が傍聴したある津波浸水地での住民集会を、例としてあげておこう。
この集会は、高台移転を含めた復興計画の段取りを議論する集会であった。
未来について様々な意見だしあっている最中、突如、初老の男性が立ち上
がり議事を遮った。「ところで、結局のところ、私の土地を幾らで買って
くれるのですか、価格がわからないと意見の出しようがない」という趣旨
の発言をいきなり行ったのである。すると、会場では将来に向けてという
議題は置き去りにされ、土地の買い取り価格に関する議論に比重が移って
しまった。結局、建設的とは言えない議論が続いた後、ある住民が「それ
では時間が来たので、また次回にしたらどうですか」とまとめに入り、そ
の復興計画の議論は「また次回に」となったのである。
被災地における復旧・復興計画策定では、「被災者の不動産の取り扱い」
という非常にデリケートな問題に足を踏み入れなければならない。被災者
が地域全体の計画よりも自らの不動産の取り扱いに関心が向くのは当然で
あり、それは集落に残るか、それとも都市部へ住居移転をするかの決断に
直結する。そのため、土地の買い取り価格などの発言をするなと言うこと
は容易ではないが、コーディネートする者が議論の枠組みを守るように努
力すれば、議論の停滞は最小限に抑えることができる。議題の混乱がしば
しば起きる会場には、自己中心的な発言をする、いわゆる「声の大きな者」
がいる場合も少なくないが、自治会長などが津波で亡くなり会議をとりま
とめる人材を欠いた結果、議題の混乱が起こったというところもあった。
また、多数決による意思決定を排し、全員一致を志向した地域ほど、合
意形成に時間がかかる傾向があった。全員一致で復興計画が承認されるこ
とは望ましいが、全員一致は容易ではない。たとえば、全員一致を合意形
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成のルールにしてしまうと、100人中99人が集団移転に賛成しても、「先
祖代々の土地だから処分したくない」という者が1人いれば、復興計画の
合意形成は進まない。すなわち、拒否権が発動された状態に陥るのである。
それは、少数に多数が従わなくてはならない状況である10。前述のような
「不動産の処分」というデリケートな問題を全員一致で取り扱う難しさが
認識されていなかったことに伴う不幸である。
以上のように、東日本復興構想会議の『復興への提言～悲惨のなかの希
望～』で掲げられている住民の意見集約のあり方は理想ではあるが、すん
なりとは進まないという現実が被災地にはあったのである。
2．4　「熟議」の課題
理念的に住民参加による復旧・復興が望ましいだろうが、人々は合理的
な判断から居住地に残るか、それとも移住を決断するのか、という視点も
必要である。被災者は、復旧・復興にかかるコストとそこから転居するコ
スト等を勘案し行動を起こす存在と仮定した場合、復旧・復興を自らの手
でなそうとする被災者は、
①コストを勘案した意思決定をしない愛着心の高い者、
②転居しない方がコストのかからない者、
になる。ちょうど、Hirschman（1970）の「退出・抗議アプローチ」の議
論と同じである。そして、
③時間がかかればかかるほど、収入のない、もしくは蓄えのないから転
居する、
となる。すなわち、被災者は地域への愛着と生活費の間で悩む存在と考え
る必要があるのである。そして、そこには、多くの会議に参加すればする
ほど合意形成には時間がかかり、時間がかかって計画が決まらなければ、
人口が流出するという構図がある。被災地で子育て世代の人口流出が続く
これの理解を深める上で、「拒否権プレーヤー（ツェベリス, 2009）」の議論な
どが参考になる。
10
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のは、復旧・復興を待つよりも、子ども達のことを考え、仕事があり、安定
した生活が営める場所への移転を希望している者が少なくないからである。
こうした層に熟議の重要性を説いても、にべもなく無視されるであろう。
震災直後、「熟議が重要」という主張を説く研究者が数多く被災地を訪れた。
しかし、被災に伴う急激な過疎化にさらされている被災者の中には、「過
疎化が進んでいる被災地では、そんな悠長なことを言っていては誰もいな
くなる」と、彼らの主張に嫌悪感を示す者もいた。
また、過去の先行研究によると、政治参加しやすい者は「資産がある者」
「時間がある者」「スキルがある者」である（Milbrath, 1965）11。この基準に
照らし合わせれば、被災地の復興計画の会議にもっとも参加しやすいのは、
年金受給者である。彼らは定年後ということで時間の面で会議に参加しや
すい状況にあり、また年金という生活の原資がある。加えて、彼らは地域へ
の愛着が高い12。これは、住民参加による復興計画は、潜在的に、高齢者寄
りになりやすいし、時間がかかればかかるほどその傾向は強くなることに
結びつく。
そのため、「高齢者の参加はある程度制限する方が望ましい」という立
場で住民参加を考えた自治体もあった。将来住み続ける者にとって望まし
い復興計画でないと、過疎化が進むと考えたのである。たとえば、松島町
では、復興後の将来を提言する松島町震災復興計画検討会議委員は、子育
て世代を中心になるように工夫したという13。
2．5　「学術研究機関」がもたらした負の影響
余談になるが、多くの学術研究機関が被災地入りしたことも、合意形成
日本を含め、政治参加を巡る議論をまとめた邦文文献としては、蒲島（1988）、
三船（2008）等がある。
他の地域に移り住もうというインセンティヴに乏しい、ともいえる。
筆者が行ったインタビューでの回答。なお、この会議で提出された「松島復興
への提言」は下記URL参照。
http://www.town.miyagi-matsushima.lg.jp/index.cfm/7,7777,c,html/7777/2011
0831-085824.pdf（2012年11月20日）
11
12
13
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を遅らせる要因の1つとなっていたことを指摘しておきたい。
東日本大震災では、多くの学術研究機関が復興支援と学術研究の観点か
ら被災地入りした。ただ、被災地入りした学術研究機関の中には、研究
予算の獲得や自らの宣伝といった思惑が見え隠れする機関も少なくなかっ
た。そのため、全ての研究者が被災地で歓迎されたわけではなかった。被
災地の中には、毎日のようにやってくる研究者に辟易し「学者お断り」と
いう態度を採るところもあった14。また学者の対応に気疲れし、復興に向
けての地域づくりに身が入らない「学者疲れ」をおこす者もいた。
一般的に、学術研究機関が被災地に入り、当該地域へ提言・指導するこ
とは、早期の復旧・復興に結びつくと理解されている。学術研究機関が一
種の権威となり、住民が納得しやすい環境を整えられるからである。また
研究上の知見を社会に還元するという観点からも肯定的に捉えられている。
事実、幾つかの地域では、研究者をうまく利活用した事例もある。たとえば、
仙台南部に位置する岩沼市では、地元出身の大学教授の指導の下、復興計
画や集落移転の方針が迅速に決定されている。ただし、岩沼市のようなう
まくいった例は少数であるのが現実である。岩沼市でヒアリングをした際、
ある住民は、「あの先生は地元出身だから地域のことをよく知っているし、
知らない大学の先生に任せれば混乱するにきまっている」と述べていた。
彼の発言は、
①特定の研究者と地元との一定の信頼関係が成り立っており、
②他の研究者が入り込む余地は少ない、
という状況であればうまくいく可能性が高いことを示唆している。
それでは、研究者が被災地入りしてなぜ合意形成が遅くなるのか。それ
は、被災地入りした研究者の主張が異なっていて、どの研究者の主張を採
用するか住民がグループをつくって争うからである。筆者が、三陸のある
ある仮設住宅自治会の役員は、「信頼関係が構築されない中でいきなりやって
きた」「見学した後、集会所でいきなりゼミをはじめ、自治会の行事に支障が
あった」と、筆者に対して不満をぶつけている。
14
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自治体にヒアリング調査に行った際、ある被災者に次のような逆質問をさ
れた。「防潮堤の高さについて、大学の先生ごとで言っていることが違う
んですが、誰の意見を聞いたらいいのでしょうか。」彼は続けて、「意見が
先生によって違うので、話し合いをしても、それぞれの先生ごとで派閥が
できてしまってまとまりません、大学の先生たちがそれぞれ『教祖さま』
となって、町を分断しているので困ります。」
被災者である彼の一言は、被災地の迅速な復旧・復興ために被災地入り
した学術研究機関であったが、それがかえって復旧・復興の足枷になった
という事実があることを気づかせてくれる。学術研究機関の被災地入りに
は、そうした負の側面もあったことを、我々は忘れてはならない。
3．サーヴェィデータにみる参加のあり方に対する意識
これまで論じてきたように、合意形成に参加する人数をできる限り減ら
した方が迅速な決定ができることは、明白である。多くの者を意思決定に
介在させれば、配慮しなければならない事項が増え、調整に手間取ること
になる。ただし、ごく少数のみが意思決定に参加し他者にその決定を押し
つける仕組みは、民主的な仕組みとは言いがたく、構成員ができる限り関
与できる体制の方が望ましい。これを復旧計画の策定に当てはめると、迅
速な復旧・復興を考えれば、「行政が粗々の計画を準備し、住民がその計
画案を修正していく方が効率的」ではあるが、より住民の声を反映させよ
うとするなら、「行政が粗々な計画をつくるのではなく、復旧・復興計画
の策定に一から住民が参加できるようにする」ことが望ましいとなる。
なお既に述べたように、被災地における住民参加に関しては、様々な立
ち位置がある。ただ、その全てを網羅することは紙幅の関係でできないし、
また筆者等が行った意識調査後に気づいた視点もある。そこで、ここでは
下記の質問を従属変数とし、被災地である仙台の市民が住民参加にどのよ
うに考えているのか、サーヴェィデータに基づいて検討することにしたい。
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問20　震災復興に関する2つの意見があります。次の意見について、あ
なたはAとBのどちらの意見に近いですか。あなたのお考えにもっとも
近いものを1 ～ 4の中から1つ選んで、番号に○をつけて下さい。
A：震災復興計画はスピード重視の観点から、まず行政が案をつく
り、住民が検討する形が望ましい
B：震災復興計画は住民の納得が必要という観点から、計画段階か
ら住民が参加する形が望ましい15 
3．1　集計の結果と仮説
図3は、前述の設問に対する回答を集計したものである。復興計画を行
政が起案し住民が検討する方法で策定するのが望ましいのか、それとも策
定段階から住民が参加する方が望ましいのか、という設問に対し、前者は
約50.7％、後者は48.1％とその比率はほぼ拮抗している。
それでは、どのような者が計画段階からの参加、すなわちBの選択肢を
選ぶのであろう。幾つかの仮説が考えられる。考えられる仮説の第一は、
住民の属性の影響である。東日本大震災復興構想会議が指摘するように、
平時における日常の住民参加の主体は、男性・高齢者である。また過去の
先行研究では、高学歴者もその能力から政治参加しやすい者と考えられて
いる。彼らは、自らの経験や能力から起案段階からの参加を望む傾向にあ
るのではないか。そこで、次の仮説を置く。
仮説1：一般的に政治参加しやすいと考えられている男性や高齢者、高
学歴者は、Bの選択肢を選ぶ傾向にある
なお、この変数は、Aに近いを1、どちらかといえばAを2、どちらかといえば
Bを3、Bに近いを4と数値を割り振っている。
15
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地域の政治的影響力がある者との人間関係も影響があるのかもしれな
い。町内会役員や行政職員とのネットワークがある者ほど、計画当初から
の参加を志向するのではないか。そこで、次の仮説を置く。
仮説2a：町内会長や行政職員、地方議員との付き合いがある者ほど、B
の選択肢を選ぶ傾向にある
　また、
仮説2b：支持政党を持つ者の方が、Bの選択肢を選ぶ傾向にある
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図3 復興計画策定のあり方に対する質問の回答結果
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も関連する仮説として置くこととする。
政治に対する態度も、参加のあり方に影響を与える要因と考えられる。
たとえば、「政治はやりたい者がやればよい」という政治委任を志向する
者は、できる限り政治とは関わりたくないと考えるだろう。これは、政治
委任傾向が強い者ほどAの選択肢を選ぶ、という仮説につながる。また権
威を尊重すべきと考えている者は、行政への依存と結びつき、Aの選択肢
を選ぶと思われる。また、国に不信感を感じている者は「行政にまかせら
れない」という観点から、Bを選択すると考えられる。以上から、次の仮
説を置く。
仮説3：国への不信感を感じている者や政治委任志向が弱い者、権威志
向が弱い者はBの選択肢を選ぶ傾向にある。
各カテゴリー変数の値は次の通りである．
性別･･･1=男性/2=女性
年代･･･2=20歳代/3=30歳代/4=40歳代/5=50歳代/6=60歳代/7=70歳以上
学歴･･･1=小卒/2=中卒/3=高卒/4=専門学校卒/5=短大・高専卒
付き合い（町内会役員・役人・議員とも）･･･1=かなり付き合いがある/2=少
しつきあいがある/3=白井を通じ会える/4=会うことは難しい
国への不信感・政治への委任・権威に対する姿勢･･･1=有り/2=どちらかとい
えば有り/3=どちらかといえば無し/4=無し
16
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これらの仮説を検討するため、表1で示した変数16を独立変数とする回
帰分析を行うことにしたい。
ところで、被災の程度も住民参加のあり方に関する姿勢に影響を与えて
いる可能性がある。これまであげてきた変数は、平時でも考えられるもの
であるが、被災の状況は被災地という特殊な状況に関する変数である。今
回の震災では、沿岸の浸水域の住民や事故のあった福島原発周辺の住民は、
長期の避難生活を余儀なくされている。被災の程度が深刻な者ほど、早期
の復興計画の策定とその実施を期待しているのかもしれない。そこで、次
のような仮説も置くことにする。
仮説4：被災の程度が軽微である者ほど、Bの選択肢を選ぶ傾向にある
ところで、被災の程度を測定する具体的な変数はどうしたらいいであろ
う。仙台市民意識調査では、住民に対し、東日本大震災での被災状況を問
う質問を幾つか行っている。そのうち、被災した項目に全てに○をつける
多重回答の質問項目がある。図4は、多重回答の結果を図示したものであ
る。これをみると、仙台市民のうち、該当項目が全くないという者もいる
がそれはごく少数であり、自らないしは自らの周囲の者が被災したという
者が圧倒的多数である。この図で示した該当数の総計を、被災の程度をは
かる変数として用いるのは、1つの方法である。ただし、各項目の回答状
況にはばらつきがあり、自宅の損壊と人間関係の被害（知人に死者がいる等）
を同列に並べ、カウントすることには若干の違和感がないわけではない。
そこで、この回答結果を、「該当すれば 1、しなければ 0 」といった形で
コード化し、因子分析（主因子法・バリマックス回転）にかけ、被災の指
標となる変数17を作成し、そこで得られた因子得点を分析に用いることに
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なお、図4上には回答項目が10あるが、1 ～ 3は自宅の被害であり、これらを「自
宅の被害」としてまとめ変数化している。そのため、因子分析は8変数で行っ
ている。
17
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したい。因子分析の結果は、表2の通りである。この因子分析では、4つ
の因子（「自宅の被害」「知り合いに怪我人」「友人の被災」「知り合いに死
者」）が抽出された。
因子分析の結果から算出された各因子得点は、値が正であれば被災の程
度が深刻とみなすことができる。
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3．2　回帰分析の結果
上述の14の変数を独立変数とし、復興計画策定に対する参加のあり方に
対する回答を従属変数にした回帰分析を行った結果が、表3である。なお、
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表2 因子分析の結果
表3 回帰分析の結果（変数減少法）
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今回行う回帰分析はどちらかといえば探索的な試みでもあるので、多重共
線性の影響排除も考慮し、変数減少法により有意な変数（有意水準10％未
満）を抽出することを意識し行った。
表3の結果から、それぞれの仮説を検討していこう。
まず仮説1であるが、仮説1では、男性や高齢者、高学歴者がBの選択
肢を選ぶ傾向にあると予想した。しかし、この表は、学歴は有意ではな
く、また女性や若者の方が相対的にBを回答する傾向にあることを示して
いる。仮説2に関しては、どの変数も有意ではなかった。仮説2と対照的に、
仮説3に関する独立変数は、国への不信感を除き、有意であり、また予想
した通りの傾きを示している。
仮説4についてであるが、この表の結果は、被災の程度が深刻な者ほど
復旧・復興のスピードを重視するため行政の起案を期待するという論理展
開がデータ的に支持されないことを示しており、知り合いに怪我人が出た
者の方が相対的にBを答える傾向にあることを示したに留まった。「自宅
が被災した」「自らの周囲に死者がいた」という、どちらかといえば大き
な被害は、住民参加のあり方に対する考えの違いを規定する重要な変数と
は言えなさそうである。
まとめると、政治委任の傾向がある者や権威を重視する者が、復興計画
の起案段階からの参加を望まないということが確認できたことで、仮説3
は概ね妥当であることが明らかとなった。しかし、人間関係を想定した仮
説2はデータ的に支持されず、仮説1については性別、年代で符号が逆と
なる結果となった。また被災の影響も限定的であった。
これらの結果をどう理解したらよいのか。まず仮説1の属性要因につい
てである。仮説1では、男性や高齢者の方が普段から政治行政に接してい
るから一からの参加を志向するだろうと予想したが、符号が逆であった。
この結果は、「男性や高齢者の方が普段から政治行政に接しているから、
住民参加の限界もまたよく知っており、速やかに復旧・復興するには専門
性の高い行政に任せた方が迅速でかつ間違いの少ないと認識している」と
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解釈すべきであろう 。
次に人間関係要因についてであるが、これに関する各変数が有意でな
かった理由は、東北と言っても仙台の都市化は進んでおり、そもそも町内
会長や行政職員、地方議員と接触できる者の比率が少ないことが大きいで
あろう。また早く復旧・復興したいから彼らと接触しているという者もい
れば、復旧・復興を自らの手で成し遂げたいと思っているから彼らと接し
ているという者もいることが、有意な結果が得られなかった原因と考えら
れる。
被災の程度が有意ではなかった理由はなぜか。これはおそらく、人間関
係要因と同様、被災の程度が深刻であるが故に、行政に復興計画はまかせ
て早く日常を取り戻したいと思っている者と、被災の程度が大きいからこ
そ一から自分たちの手で復興を成し遂げようと考えている者がいて、それ
らが相殺しあった結果、統計的に有意な関係が見いだせなかったと理解す
べきだろう。また、この計量分析の結果は、被災の程度が同じであっても、
被災者ごとで復旧・復興に対する姿勢には違いがあることを示していると
みることもできるだろう。
4．おわりに
本稿では、被災地において実際に見られた住民参加による合意形成の現
状について指摘し、また被災地都市の1つである仙台市に住む住民が、復
興計画策定での政治参加をどう考えているのか、サーヴェィデータを用い
て探索的に検討した。復興計画策定の合意形成に住民が参加することは意
義深いことであるのは理解できるが、実際の現場ではそれほど楽観的では
ない、というのが本稿の主張である。また「大きな被災を経験したので、
復興計画に一から参加すべきと考えるようになった住民は多い」と一般的
福島の原発事故の影響によって、「震災前は政治に参加したこともない」とい
う若年層や主婦層が政治関心を高めたことも、この符号の向きと関連している
のかもしれない。
18
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には思いがちであるが、それほど単純ではないことがデータの検討から明
らかにされた。
ただ、本稿の議論は、限られた地域・時点で収集されたデータを元にし
た議論であり、当然のことながら限界はある。おそらく震災から時間が経
過し、住民参加による合意形成に対する見方も変わっているかもしれない。
また、本稿で用いたデータは仙台市という比較的被害が軽微な者が多く住
む都市で得られたものであり、石巻市や気仙沼市といった沿岸部で多くの
被災者が仮設住宅に入居している自治体では、また違った結果になるかも
しれない。他地域でのデータ収集を進め、議論を精緻化していくことが、
今後の課題であろう。また、調査の範囲を広げて実態を解明するだけでは
なく、仙台市内における時間経過に伴う変化などについても引き続き検討
していく必要がある。
被災地でデータを収集することは容易ではない。しかし、将来予想され
る東海・東南海・南海地震後の復旧・復興過程に活かせるよう、資料を残
すことは、我々研究者の使命である。
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